
                      

                           
 

平成２９年度  事 業 報 告 書 
 

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで 
 

特定非営利活動法人 言語資源協会 
   １ 事業の成果 
  ・運営委員会を６回開催し、下記５件の辞書・コーパス・ツールを公開した。 

GSK2017-A：文アライメントソフトウエア 

GSK2017-B：JAISTタグ付き自由対話コーパス 

GSK2017-C：日本語動詞性複単語表現(1類)レキシコン 

GSK2017-D：日本語動詞性複単語表現(2類)レキシコン 

GSK2017-E：知的障害者向け新聞『ステージ』テキストデータ 

・言語資源の配布件数は５７件、新規入会者は１９名であった。 

・研究業務「英和辞典コーパスの活用と拡張に関する研究」を愛媛大学に委託し、成果物として、

1)GDAデータから等価な JSONデータを生成するデータ変換ツール、2)JSON形式の英和辞典コー

パス、3)日英対応属性の自動拡張方式に関する研究成果の論文「単語の多義性を考慮した対訳単

語対の抽出」(NLP2018で発表)、を確認した（研究担当者：大学院理工学研究科_助教・田村晃

裕氏、期間 2017/10～2018/3）。 

・言語処理学会第24回年次大会（2018/3/12-16, 岡山コンベンションセンター）にスポンサー

として参加した。また言語処理学会との共同事業として本年度も言語資源賞を選定し、授与

した。 
２ 事業の実施に関する事項 

（１） 特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人 数 

支出額 

（千円） 

 

  
言語資源の 
収集・配布 

 
言語資源の収集・配布及
び言語資源の配布に関す
る標準的な規約の策定 

（定款第5条(1)） 

 
平成29年4月 

～ 
平成30年3月 

 
日本国内 

(言語資源の
配布先は 
全世界) 

 
10人 

 
広く言語に 
関心を持つ
者一般 
200人 

 
797 

 
言語資源の 
解析・加工 

 

言語資源の解析・加工 

（定款第5条(2)） 

 
平成29年4月 

～ 
平成30年3月 

 
日本国内 

(言語資源の
配布先は 
全世界) 

 
10人 

 
広く言語に 
関心を持つ 
者一般 
3,000人 

 

0 

 

言語資源に 

関する調

査・研究 

 

言語資源に関する 

調査・研究 

（定款第5条(3)） 

 
平成29年4月 

～ 
平成30年3月 

 
日本国内 

 

 
10人 

 
広く言語に 
関心を持つ 
者一般 
200人 

 
540 

 
言語資源の 
普及・啓発 

 
言語資源に関する技術等の
インターネット、セミナー
開催や、出版、映像の販売
などによる普及・啓発、言
語資源に関する無体財産権

の活用の推進 

（定款第5条(5)） 

 
平成29年4月 

～ 
平成30年3月 

 
インターネッ
トによる広報
先はアジアを
中心とする全

世界 

 
10人 

 
広く言語に 
関心を持つ 
者一般 
3,000人 

 
185 

  （２）その他の事業 
 
 
 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

 

支出額 

（千円） 

 
 

 平成２９年度はその他の事業は行わず    
 

   
   

   



書式第１４号（法第２８条関係）　　

特定非営利活動法人 言語資源協会
（単位：円）

特定非営利活動に係る事業 その他の事業 合計

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員受取会費 802,000

140,000
0

３　受取助成金等
0

４　事業収益
816,480

0
５　その他収益

受取利息 80

経常収益計 1,758,560 0 1,758,560
Ⅱ　経常費用

１　事業費
(1)人件費

臨時雇賃金（業務委託費） 587,600 0
人件費計 587,600 0 587,600

消耗品費 12,500
通信運搬費 42,577
リース料 134,784
外注費 15,768
広告宣伝費 50,000
研修費 33,000
諸謝金 45,000
委託研究費 540,000
雑費 62,040
その他経費計 935,669 0 935,669

1,523,269 0 1,523,269
２　管理費

(1)人件費
臨時雇賃金（業務委託費） 768,000 0
人件費計 768,000 0 768,000

消耗品費 4,566
通信運搬費 45,992
リース料 67,392
外注費 216,000
租税公課 1,800
雑費 6,750
その他経費計 342,500 0 342,500

1,110,500 0 1,110,500
2,633,769 0 2,633,769
-875,209 0 -875,209

Ⅲ　経常外収益
0 0 0

Ⅳ　経常外費用
0 0 0

経理区分振替額 0 0
税引前当期正味財産増減額 -875,209 0
法人税、住民税及び事業税 0
当期正味財産増減額 -282,916
前期繰越正味財産額 8,391,220

　　次期繰越収支差額次期繰越正味財産額 7,516,011

受取寄附金（賛助会員受取会費）

言語資源の収集・配布事業収益

当期経常増減額

経常外費用計

経常外収益計

(2)その他経費

管理費計
経常費用計

２　受取寄附金

事業費計

平成２９年度　　活動計算書

　平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

科 目

(2)その他経費

その他寄付金



書式第１５号（法第２８条関係）

（単位：円）

Ⅰ 資産の部

1 流動資産
現金預金 7,516,011

流動資産合計 7,516,011

２ 固定資産
土地 0
建物 0
車両運搬具 0

固定資産合計 0

資産合計 7,516,011

Ⅱ 負債の部
１ 流動負債

預り金 0
未払金 0

流動負債合計 0

２ 固定負債
借入金 0

固定負債合計 0

負債合計 0

Ⅲ　 正味財産の部
前期繰越正味財産 8,391,220
当期正味財産増加額 ▲ 875,209

正味財産合計 7,516,011

負債及び正味財産合計 7,516,011

平成２９年度　貸借対照表
平成30年3月31日現在

特定非営利活動法人 言語資源協会

科　　　　目 金　　　　　額



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人 言語資源協会
１． 重要な会計方針

　　 　計算書類の作成は、 NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正）によっています。

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

　 固定資産の減価償却の方法
該当なし

　 引当金の計上基準
該当なし

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

消費税等の会計処理
税込方式

２． 事業別損益の状況
（単位：円）

言語資源の収
集配布事業

言語資源の解
析・加工事業

言語資源に関
する調査・研

究
言語資源の普
及・啓発事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 802,000 802,000
受取寄附金 140,000 140,000
受取助成金等 0 0
事業収益 816,480 0 0 0 816,480 816,480
その他収益 0 80 80

経常収益計 816,480 0 0 0 816,480 942,080 1,758,560
Ⅱ　経常費用 0

人件費 587,600 0 0 0 587,600 768,000 1,355,600
人件費計 587,600 0 0 0 587,600 768,000 1,355,600
その他経費
消耗品費 12,500 0 0 0 12,500 4,566 17,066
通信運搬費 41,401 0 0 1,176 42,577 45,992 88,569
委託研究費 0 0 540,000 0 540,000 0 540,000
外注費 0 0 0 15,768 15,768 216,000 231,768
リース料 134,784 0 0 0 134,784 67,392 202,176
広告宣伝費 0 0 0 50,000 50,000 0 50,000
研修費 0 0 0 33,000 33,000 0 33,000
諸謝金 0 0 0 45,000 45,000 0 45,000
租税公課 0 0 0 0 0 1,800 1,800
雑費 21,284 0 0 40,756 62,040 6,750 68,790
その他経費計 209,969 0 540,000 185,700 935,669 342,500 1,278,169

経常費用計 797,569 0 540,000 185,700 1,523,269 1,110,500 2,633,769

当期経常増減額 18,911 0 -540,000 -185,700 -706,789 -168,420 -875,209

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

　　該当なし

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳

　　該当なし

５． 固定資産の増減内訳

　　該当なし

６． 借入金の増減内訳

　　該当なし

７． 役員及びその近親者との取引の内容

　 　　該当なし
８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

　　該当なし

　　人件費は、従事割合に応じて、管理費と事業費とで按分する。

　平成２９年度　計算書類の注記

（１）

（２）

（４）

 ３．

 ４．

 ５．

（２）

 １．

 ２．

（１）

科目

（６）

（３）


